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１．法人の目的及び業務内容

（１）法人の目的

当法人は、次代を担う有為な人材を育成するとともに、文化及び学術の向上並びに産業の

発展に貢献するため、大学を設置し、及び管理することを目的としています。

（定款第１条）

（２）業務内容

当法人は、上記目的を達成するため、以下の業務を行います。（定款第 21条）

ⅰ 大学を設置し、これを運営すること

ⅱ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと

ⅲ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外

の者と連携して教育研究活動を行うこと

ⅳ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること

ⅴ 大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること

ⅵ 上記の業務に付帯する業務を行うこと

２．法人の位置付け及び役割

当法人は、秋田県が設立した公立大学法人として、秋田市に秋田県立大学を設置しています。

秋田県立大学は、21世紀を担う次代の人材育成と、秋田県の持続的発展に貢献することを基本

理念に掲げ、工学・農学という社会を支える重要な分野において、問題解決能力と自らを磨く

ことができる基礎的能力を兼ね備えた技術者・研究者を育成するとともに、研究活動や産学官

連携の取組等を通じ地域産業の高度化に寄与することにより、秋田県の「知の拠点」として貢

献することを役割としています。

３．中期目標の概要

（１）第４期中期目標の期間：令和６年４月１日から令和 12年３月 31日までの６年間

（２）概要

当法人に課された使命を改めて認識し、大学が「知の拠点」としての役割を発揮して県民

の多様な期待と負託に応え、地域を牽引していくため、本中期目標期間における基本的な目

標を次のとおり掲げ、教育、研究、地域貢献の各分野の取組を更に充実させていくものとす

る。

ⅰ 地域社会のニーズや時代の変化を踏まえた教育の実施により、幅広い教養を備え、多様

な個性や能力を生かし、地域社会の発展や課題解決に貢献できる人材を養成する。

ⅱ 大学の知的資源を活用する体制や関係機関との連携の強化により、先端的・独創的研究

はもとより、本県の地域特性や課題を踏まえた研究を重点的に推進する。

ⅲ 教育研究活動の成果を国内外に広く還元し、県内産業の振興や、将来の産業界・地域社

会を支える人材の輩出、地域社会の発展に貢献する。

※ 詳細については、第４期中期目標をご覧ください。
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４．理事長の理念並びに運営上の方針及び戦略

今、世界は大きな転換期を迎えています。進展するグローバル化は生活を豊かにした一方、

新型コロナウイルスの世界的大流行、ロシアのウクライナ侵攻によるエネルギー・食糧危機、

地球温暖化など深刻な危機をもたらし、負の側面も明らかになりました。この明暗が反転する

かもしれない転換期において、真に必要なのはローカルとグローバルをしなやかに行き来する

“知”であり、その知を身につけ実践する人です。

1999 年に創設された秋田県立大学は、システム科学技術、生物資源科学の 2学部・研究科を

擁する理系大学です。これまで「真理探究の精神、広い視野、柔軟な発想、豊かな創造力のも

と、21 世紀を切り開く人材を育成し、先端研究・技術開発で秋田県の持続的発展に貢献する」

を目標に実績を積み重ねてきました。豊かな自然や資源、未来型産業が発展する秋田県は、ロ

ーカルからグローバルへ展開する知の実践の場として最適です。

こうした状況を踏まえ、2023 年 9月には、10 年後の未来を見据えた「秋田県立大学ビジョン

2033－地域課題から世界へ－」を策定いたしました。社会改革の先頭に立ち、新たな知を創成

して未来を担う人材を供給するため、以下の 4つのビジョンに沿って今後の運営方針と具体的

な戦略を展開してまいります。

ビジョン 1:〔教育〕「知の器」を広げる－タフで、優しく、挑戦的に

将来が見通せない世界の転換期においては、国際的視野と、従来の常識にとらわれない発想

と行動が必要となります。本学では、こうした世界の状況にあって、未来の世界の中核として

活躍できる学生の育成をめざし、「タフで、優しく、挑戦的に」をモットーにして、学生の知の

器を広げる教育を行います。

ビジョン 2:〔研究〕未来の知を創成し、地域の課題解決／国際共創の中で知を鍛える

転換期においては、既存の知識を学ぶだけでは不十分で、知の創造が必要です。新しい知の

シーズは、個人の思いや好奇心をとことん追求した中で生まれます。大学の目標である、真理

探究の精神、広い視野、柔軟な発想、豊かな創造力のもと、知の創造に挑戦します。一方で、

世界が複雑化する中、未来をつくる知の創出には様々な知恵や技術の融合が必要です。そのた

め、学内の農工融合や大学を超えた研究連携を推進します。知のシーズは社会の中で磨かれて

初めて真の知となります。地域の課題解決に向けた先端研究を知のシーズの鍛錬の場として強

力に推進するとともに、国際的な競争、共創の中で知を鍛錬します。

ビジョン 3:〔社会連携〕地域の課題解決から世界へ展開するローカルからグローバルへ

秋田県は課題先進県で、農業の高齢化、人口減少、地球温暖化による環境劣化など、世界共

通の課題を抱えています。これらの課題解決に向けて、スマート農業、食の６次産業化、未来

型の森林利用、グリーントランスフォーメーションなどの産・農・学・公共創研究を展開しま

す。この課題解決は地域の新産業・新農業創出に貢献するだけでなく、得られた知を世界と共

有することにより、未来の世界の創成を先導することができます。

ビジョン 4:〔運営・経営〕多様性に富む場を形成し、大学を活性化する

激動する世界の中で、未来を志向する研究・教育の体制は、それに相応しいものに変えてい

く必要があります。分野融合研究の推進体制の構築、国際化に対応した組織変革、多様性に目

を向けた制度改革を行います。改革をスピード感をもって進めるため、学長のリーダーシップ

が発揮できる体制とそれをチェックする体制を整備します。
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５．中期計画の概要

当法人は、中期目標を達成するための中期計画を作成しています。

※ 詳細については、第４期中期計画をご覧ください。

中期計画

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

１ 学生確保の強化

(1)学部学生の確保

【指標】一般選抜試験の志願倍率：本計画期間中毎年度５倍以上

県内出身入学生比率：本計画期間中毎年度 35％以上

(2)大学院学生の確保

【指標】大学院収容定員充足率（研究科毎）：本計画期間中毎年度 100％以上

２ 教育の充実

(1)学部教育の充実

【指標】学生満足度アンケートにおける教育関連に関する項目の満足度：本計画期間中平

均 80％以上

キャップストーン・プログラムの受講者数：本計画期間中累計 1,000 名以上

(2)大学院教育の充実

【指標】学生満足度アンケートにおける教育関連に関する項目の満足度：本計画期間中平

均 80％以上

(3)教育力の向上

【指標】全学ＦＤ講演会の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上

３ 学生支援の強化

(1)学修支援

【指標】学生満足度アンケートにおける学修支援に関する項目の満足度：本計画期間中平

均 80％以上

(2)学生生活支援

【指標】学生満足度アンケートにおける学生生活支援に関する項目の満足度：本計画期間

中平均 80％以上

(3)キャリア教育・就職支援

【指標】就職希望者の就職率：本計画期間中毎年度 100％

学生満足度アンケートにおけるキャリア教育･就職支援に関する項目の満足度：本

計画期間中平均 80％以上

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置

１ 先端的・独創的研究や地域特性・ニーズを踏まえた 研究の推進

【指標】事業費１億円以上の研究プロジェクトの実施件数：本計画期間中累計３件

２ 外部研究資金の獲得強化

【指標】科研費申請率：本計画期間終了時 100%以上

科研費保持率：本計画期間中平均 55％以上
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３ 研究成果の活用

【指標】研究成果に関する本学ウェブサイトへの掲載件数：本計画期間中毎年度 30 件以上

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置

１ 産業振興への寄与

【指標】県内の企業･自治体･公設試験研究機関等からの受託・共同研究の受入件数：本計

画期間中毎年度 70 件以上

２ 地域で活躍する人材の輩出

【指標】就職決定者に占める県内企業・事業所への就職者の割合：毎年度 30％以上

スマート農業指導士育成プログラム受講者数：本計画期間中累計 60 名以上

３ 地域社会への貢献

(1)地域課題解決・地域活性化への支援

【指標】キャップストーン・プログラムの受講者数：本計画期間中累計 1,000 名以上(再)

県内自治体等が設置する審議会等に参画する教員数：本計画期間中毎年度延べ

200 名以上

(2)学校教育への支援

【指標】高校への出前講義､探究活動及び課題研究への支援の実施回数：本計画期間中毎年

度 30 回以上

科学教室等の参加者数：本計画期間中平均 400 名以上

(3)生涯を通じた学びへの支援

【指標】公開講座の参加者数：本計画期間中累計 2,400 名以上

Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標を達成するための措置

１ 国際交流の推進

(1)海外大学等との学術交流の促進

【指標】協定締結数：本計画期間中 15 件以上

サバティカル研修実施件数：本計画期間中累計 15 件以上

(2)国際感覚を備えた人材の育成

【指標】国際化認定制度（仮称）：令和８年度末までに導入し、適宜実施

２ 他大学等との連携の強化

【指標】県内国公立４大学による連携協力事業：毎年度実施

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

１ 組織運営の効率化及び大学運営の改善

(1)組織運営

【指標】女性教職員の新規採用率：本計画期間中平均 40％以上

女性管理職事務職員の割合：本計画期間終了時 25％以上

(2)教育研究組織等の改善

【指標】大学機能高度化推進計画（仮称）：令和８年度末までに策定し、取組を適宜実施

(3)人事管理

【指標】ＳＤ研修の参加率：毎年度 90％以上
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(4)教育研究環境の整備

【指標】施設設備及び研究機器の更新計画：本計画期間終了時までに策定

２ 財務内容の改善

(1)財政基盤の強化

【指標】外部資金（科研費、受託研究費、共同研究費、寄附金、受託事業、補助金）の目

標獲得額：本計画期間中累計 30 億円以上

(2)経費の削減

【指標】エネルギー消費量の削減率：本計画期間終了時５％以上（令和５年度比）

３ 自己点検・評価等の実施及び大学情報の発信

(1)自己点検・評価等

【指標】ＰＤＣＡサイクルの継続的な運用をモニタリングする自己評価委員会の開催回

数：毎年度３回以上

(2)大学情報の発信

【指標】プレスリリース件数：本計画期間中毎年度 40 件以上

４ その他業務運営に関する事項

(1)安全等管理体制の充実

【指標】講習会等の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上

(2)情報セキュリティ対策の強化

【指標】情報セキュリティ研修会の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上

(3)コンプライアンスの徹底と内部統制の強化

【指標】内部監査：毎年度実施

Ⅵ 予算、収支計画及び資金計画

１ 予算

２ 収支計画

３ 資金計画

Ⅶ 短期借入金の限度額

Ⅷ 出資等に係る不要財産等の処分に関する計画

Ⅸ 重要な財産の譲渡等に関する計画

Ⅹ 剰余金の使途

Ⅺ 法第 40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する

計画
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６．令和７年度の主な取り組み

（１）ビジョン１ 教育

① キャップストーンプロジェクト

・キャップストーンプロジェクト最終成果発表会の開催（5月 30 日）

地域企業･団体、行政機関、本学教職員･学生など約 400 名が参加し、本荘キャンパスを会

場に全 31 グループがポスターセッション形式により成果を発表した。今年度後期からは、昨

年度から実施している 3学科（機械工学科、情報工学科、経営システム工学科）に、知能メ

カトロニクス学科、建築環境システム学科及び生物資源科学部アグリビジネス学科の３学科

が加わり、全 51グループとなった。

② 国際教育

・「国際室」及び「国際チーム」の設置（7月 1日）

国際協定の締結、留学・国際交流プログラムの企画・運営といった国際交流に関する業務

教育・学生生活の国際化推進と留学生やプログラム参加者の生活サポートのほか、安全保障

輸出管理、研究インテグリティ等の国際的研究活動の適正な管理を担い、本学の国際化を強

力に推進する国際室及び国際チームを設置した。

・令和７年度国際協定等の新規締結

【大学間協定】・・・・・７件

ボツワナ農業天然資源大学（ボツワナ）、マラ工科大学（マレーシア）、LUKE フィンランド

天然資源研究所（フィンランド）、コンケン大学（タイ）、プノンペン王立大学（カンボジア）、

チャナッカレ オンセキズ マート大学（トルコ）、エーバースヴァルデ持続可能開発大学（ド

イツ）

【学部間協定】・・・・・２件

サンチアゴ・アントゥネス・デ・マヨロ・アンカシュ州国立大学（ペルー）、ニュージャー

ジー州立大学ラトガース（アメリカ）

③ 農工連携教育強化

・未来グリーン・デジタルサイエンス学環の設立

システム科学技術研究科と生物資源科学研究科の分野を横断した大学院教育を実施する

「未来グリーン・デジタルサイエンス学環」の令和 9年度設立に向け、設置団体である秋田

県をはじめ、教育庁及び県内産業界との意見交換を行い、またクロスアポイントメントによ

る外部人材の活用等を進めている。当該事業は令和 7年度「大学・高専機能強化支援事業」

に選定され、デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成に向けた国

の基金より、8年間 7億 2,500 万円の支援が決定した。当該支援は４キャンパスをデジタル

で連携し、時間や場所に制約されない教育研究環境であるデジタルキャンパス整備等に活用

する。
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④ 学科再編

・生物資源科学部の学科再編

持続可能な地域の未来の創出に向け、幅広い視野を有するとともに著しい環境変動に対応

できる人材の育成を目的とした生物資源科学部の令和 10年度再編に向け、設置団体である秋

田県をはじめ、教育庁及び県内産業界との意見交換を行った。当該学部の 4学科を 3学科に

再編し、新学科においては理系・文系を問わず広く志願できる入試科目の設定を予定してい

る。

・システム科学技術学部の学科再編

令和 11 年度再編に向け、学長補佐会議 WG にて再編の目玉となる学科や専門分野、カリキ

ュラムや教育プログラム、生成 AIの活用法等について検討した。

⑤ 起業家育成教育

・第１回秋田県立大学ビジネスプランコンテストを開催

本学創立 20 周年記念事業寄付金を原資に創設された「ふるさと元気創生基金」を活用し、

起業家マインドの育成や将来の秋田県における新規事業の創出を目的として実施した。ビジ

ネスアイデアをもとに起業に向けた検証を行う「アイデア部門」と、検証成果を示し本格的

な起業を目指す「起業部門」の 2部門で実施し、最終選考に進んだ 7チーム計 10名が参加し、

「アイデア部門」からシステム科学技術学部 経営システム工学科 2年生による「Industry R」

が、「起業部門」からはシステム科学技術研究科 共同サステナブル工学専攻 2年生の「未来

の光通信研究を支える新型ピンセット」がそれぞれ最優秀賞に選出された。

（２）ビジョン２ 研究

① 新たな知の創成プロジェクト推進

・東京大学との連携及び協力に関する包括協定締結（4月 14 日）

少子高齢化や産業衰退といった課題を抱えた「課題先進県」である秋田の活性化を目指す

本学の「地方知」と東京大学の「先端知」を融合し、森林の二酸化炭素の吸収や貯蔵を高精

度で測定できる方法の開発、洋上風力やバイオマスなど再生可能エネルギーの開発および利

用のほか、日本海側の気候変動を見据えた新たな農業技術を創出するための共同研究等に取

り組み、地域の課題解決はもとより世界規模の課題の解決に向けた研究の推進と優れた人材

の育成を目指す。

② COI-NEXT（共創の場形成支援プログラム）

・第 2回国際シンポジウム開催（9月 26 日）

「地域の起業エコシステムの共創による人々の自律的なウェルビーイングの向上 - 北カ

レリアと秋田の森林を基盤とした価値創造に関する地域連携プラットフォームの構築」をテ

ーマに、Tanja Katriina Jaaskelainen 駐日フィンランド大使を迎え、日本とフィンランド

から、森林を基盤とした価値創造に取り組む民間企業や起業家による８件のプレゼンテーシ

ョンが発表された。
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・日本国際博覧会（大阪関西万博）への出展（８月 14日～19 日）

「地球とつながる」ゾーンにて『日本の「森」と「木」を知る』をテーマに、手で簡単に

曲げることのできる「やわらかい木」や、木材の特殊な構造によるユニークな座り心地の「バ

ネバネの木の椅子」等の最先端の研究成果を披露し、夏休み期間中の家族連れを中心に、全

国から多くの来場者があったほか、初日には万博イベントサポーターの芸能人も来場した。

・BioJapan2025 に長岡技術科学大学と共同出展（10 月 8 日～10日）

「MORI to TANBO」をテーマに、持続可能で豊かな地域社会の実現を目指す「ソウゾウの森」

を掲げる秋田 COI-NEXT と、長岡が誇る田んぼを研究し、地域資源完全循環型バイオコミュニ

ティの実現を目指す「田んぼの地カラ、未来へ」を掲げる長岡 COI-NEXT が、共同で展示を行

った。

・秋田スギから生まれた小型電気自動車「あきた もくまる」を開発

トヨタ車体株式会社の 1人乗り電気自動車「コムス（P-COM）」をベースに、同社が開発し

た木粉複合樹脂 TABWD（Toyota Auto Body Wood-plastic material）を活用し、秋田県産ス

ギの木粉を原料として組み込んだ外装パーツを試作したモデルとして「あきた もくまる」

を発表した。脱炭素社会と地域貢献を目指す秋田発の先進的な研究成果として、メカノケミ

カル処理木粉を用いた高機能な複合材、強度と耐久性を高めた秋田スギの圧密材を使用した

床板、自由に曲げ加工が可能な可撓性積層材「やわらかい木」を応用した内装パーツなど環

境配慮型素材を大きな特徴としている。

③ 農工融合研究促進

・環日本海 5大学アライアンス（fAGRI@JSU）シンポジウムの開催（12 月 8 日）

東京大学弥生キャンパスを会場に、日本海側の稲作を取り巻く課題や技術開発について議

論し、未来の日本の稲作のあり方について考える「環日本海５大学アライアンスシンポジウ

ム 日本の食料を支えるー日本海側稲作生産の革新に向けてー」を開催した。対面とオンラ

インによるハイブリッド形式で開催し、約 200 名が参加・聴講した。シンポジウムでは北陸

農政局、農研機構、東京大学、福井県立大学から 4名を招き、農業政策の展望、品種改良、

栽培管理、スマート農業技術の各分野における講演を行い、その後の参加者を交えたパネル

ディスカッションでは気候変動や少子高齢化といった課題に対し、各研究機関の技術をいか

に連携させ、農業の未来を切り拓くかについて活発な議論が交わされた。

④ 知のシーズとなる独創的研究推進

・Bear-Tech Solution コンテストの開催（12 月 3 日～12 月 25 日）

秋田県内をはじめとする広範囲でのクマ出没とそれに伴う人身被害の多発を受け、柔軟で

創造的なアイデアを結集し、テクノロジーの視点から新しい解決策を創出するため、本学の

教職員･学生を対象とした「Bear-Tech Solution コンテスト」を開催した。結果、AI・ロボ

ティクス・材料・建築・環境といった多様な専門分野から、実用性の高いアイデアや、将来
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性のある先端的提案、地域に寄り添う視点を持つアイデアが 41 件寄せられた。本コンテス

トで独創性と実現可能性等を高く評価された優れたアイデアについては、今後具体的な社会

実装へ繋げるための実践的な共同研究として実行予定としている。本取組はＮＨＫ総合テレ

ビのニュース情報番組『週刊情報チャージ！チルシル』のコーナーにも取り上げられた。

⑤ 教員の研究成果

・井上 誠 准教授（生物資源科学部生物環境科学科）

ドローンを活用した高高度飛行による CO2濃度測定に成功

・板垣 直行 教授（システム科学技術学部建築環境システム学科）

「林産地域発の木質耐火構造の研究開発・市場化への取り組み」が一般社団法人石膏ボー

ド工業会より、石膏ボード賞・特別功労賞を受賞

・野村 光由 准教授（システム科学技術学部機械工学科）

第 12回板橋オプトフォーラムの IOF Award で大学展示奨励賞を受賞

・高橋 秀晴 副学長

秋田県文化功労者表彰

・濱村 寿史 准教授（生物資源科学部アグリビジネス学科）

日本農業経営学会学術賞を受賞

・大徳 忠史 助教、鶴田 俊 教授（システム科学技術学部機械工学科）

熱工学コンファレンス 2025 最優秀動画賞を受賞

・松原 佳亮 准教授（システム科学技術学部経営システム工学科）

Annals of Nuclear Medicine 誌 2024 Frequently Cited Papers を受賞

（３）ビジョン３ 社会連携

① 産・農・学・公共創研究による地域課題解決への貢献

・男鹿海洋エリアにおけるブルーカーボン実証プロジェクト等に関する協定を締結（11 月 18

日）

男鹿市、秋田県、秋田県漁業協同組合、株式会社男鹿なまはげ魚工房、NTT 東日本株式会

社宮城事業部と連携し、男鹿市の豊かな自然環境や漁場といった地域資源を活かし、環境に

やさしいまちづくりと脱炭素の実現を目指す協定を締結した。取り組みとして、戸賀湾の養

殖場を活用したワカメ養殖の拡大やアカモク漁場の造成を進めるほか、増産による CO2吸収

量を「Jブルークレジット制度」でクレジット化し、環境価値と経済価値の両立を図る。さ

らに、ドローンや AI などの ICT を活用した海洋資源調査を行い、ブルーカーボン認証の取得

や新たな販路拡大にもつなげていく。

② 地域への知の発信の強化

・日本国際博覧会（大阪関西万博）へのスマート農業技術展示（6月 8日～15日）

多様な地域の食、伝統文化や地域の資源、最先端技術等など日本の食・農林水産業の魅力

を発信する、RELAY THE FOOD～未来につなぐ食と風土～「未来へつなぐ」エリア スマート農

業ブース展示として、アグリビジネス学科の 山本 聡史 准教授が開発したスマート農業技術
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『イチゴの自動選別パック詰めロボット』を展示した。

（４）ビジョン４ 大学の運営・経営

① 組織運営

・学長補佐会議の実施

学長のリーダーシップのもとで組織運営や改革をスピーディに進めるための学長補佐会議

について、「教員評価制度見直しと任期制廃止」、「学環構想の具体化と次期 AIC 計画」、「カリ

キュラムのスリム化と情報基盤体制の構築」、「生物資源科学部の再編」、「システム科学技術

学部の再編」をテーマとして実施した。

② 大学入学者獲得に向けた取り組みの強化

・指定校推薦選抜の実施

少子化の急速な進展の中、意欲的で多様な秋田県内出身学生確保のため、県内の特定の高

校を対象とした指定校推薦選抜が今年度から開始し、システム科学技術学部は 24 名の募集人

員に対し志願者・合格者 11 名、生物資源科学部は 15 名の募集人員に対し志願者・合格者 10

名となった。

③ 広報活動の強化

・大学広報メディアアワード 2025 広報誌部門で｢金賞(最高位)｣を受賞

高校生向けの本学広報誌、「センパイの研究のルーツにせまる研究情報誌『Roots』」が、日

経 BP コンサルティングが主催する「大学広報メディアアワード 2025」において、広報誌部

門で金賞（最高位）を受賞した。アワードでは「ターゲットと目的を絞り込んで設定するこ

とで、少ない情報量でも読みやすく深い内容で、県立大の実像を見事に描いている。少子化

の中で明確な志望動機を持つ受験生が増え、量ではなく受験生の質を高める可能性がある」

との評価をいただいた。
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７．持続的に適正なサービスを提供するために必要な財源その他の資源

（１）ガバナンスの状況

以下のガバナンス体制図を参照してください。また、詳細については、業務方法書をご覧

ください。

（２）役員等の状況

① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和８年３月 31日現在）

職 名 氏 名 任 期 担 当 経 歴

理事長

兼学長

福田 裕穂 自 令和５年４月１日

至 令和 11 年３月 31

日

― 平成６年５月 東北大学理学部

生物学科 教授

平成 29 年４月 東京大学 理事・副学長

令和２年４月 京都先端科学大学

バイオ環境学部学部長

令和５年４月～ 現職

副理事長 平野 浩之 自 令和６年４月１日

至 令和８年３月 31 日

企画･広報

及び財務

担当

平成 24 年４月 文部科学省高等教育局

医学教育課大学病院支援室長

平成27年10月 東京大学 副理事兼財務部長

令和３年４月 長崎大学 理事兼事務局長

令和６年４月～ 現職

理事

兼副学長

蒔田 明史 自 令和７年４月１日

至 令和８年３月 31 日

研究･地域

貢献担当

平成 19 年４月 本学生物資源科学部

生物環境科学科 教授

令和２年４月 本学生物資源科学部 学部長

令和５年４月～ 現職



- 12 -

② 会計監査人の氏名又は名称及び報酬

会計監査人はＥＹ新日本有限責任監査法人であり、当該監査法人と同一のネットワークに

属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、13百万円（税

抜）です。また、非監査業務及び当該業務に基づく報酬はありません。

（３）職員の状況

常勤職員は令和８年３月 31 日において 267 人（前年比 13 人減）となっており、平均年

齢は 49.1 歳です。このうち、設立団体からの法人への派遣者は５人、令和８年３月 31 日

退職者は 12人です。

（４）重要な施設等の整備等の状況

① 当事業年度中に完成した主要施設等

理事

兼副学長

水野 衛 自 令和６年４月１日

至 令和８年３月 31 日

教育担当 平成 17 年 10 月 本学システム科学技術学部

機械知能システム学科 教授

令和２年４月 本学システム科学技術学部

学部長

令和６年４月～ 現職

理事 真壁 善男 自 令和７年４月１日

至 令和８年３月 31 日

総務担当 令和３年４月 秋田県人事委員会事務局長

令和４年４月 秋田県生活環境部長

令和５年４月～ 現職

副学長 高橋 秀晴 自 令和７年４月１日

至 令和８年３月 31 日

ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ

担当

平成 19 年４月 本学総合科学

教育研究センター 教授

令和４年４月 本学総合科学

教育研究センター センター長

令和５年４月 本学総合科学

教育研究センター 教授

令和６年４月～ 現職

副学長 中沢 伸重 自 令和７年４月１日

至 令和８年３月 31 日

国際化

推進担当

平成 23 年４月 本学生物資源科学部

応用生物科学科 教授

令和５年４月 本学生物資源科学部 学部長

令和７年４月～ 現職

監事

(非常勤)

河野 隆治 自 令和４年７月 29 日

至 令和７年度に係る

財務諸表の承認の日

実務精通 平成９年４月 公認会計士

平成 21 年１月 公認会計士河野隆治事務所

設立（～現在）

平成 28 年４月～ 現職

監事

(非常勤)

佐藤 時幸 自 令和４年７月 29 日

至 令和７年度に係る

財務諸表の承認の日

学識経験 平成 28 年４月 秋田大学副学長、

大学院国際資源学研究科長

平成 31 年４月 秋田大学特別教授、

名誉教授（～現在）

令和４年７月～ 現職
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なし

② 当事業年度において整備中の主要施設等

なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

なし

（５）純資産の状況

① 資本金の状況 （単位：百万円）

② 目的積立金の取崩内容等

・前中期目標期間繰越積立金取崩額：64 百万円

・目的積立金取崩：60 百万円

これらは、教育研究機器及び施設設備の整備費等に充当したものです。

（６）財源の状況

① 財源の内訳

令和７年度の収入決算額は 6,469 百万円であり、その内訳は以下のとおりです。

（単位：百万円）

※ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。

② 自己収入に関する説明

令和７年度の自己収入は 1,501 百万円であり、その内訳は以下のとおりです。

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

設立団体出資金 31,419 － － 31,419

資本金合計 31,419 － － 31,419

区分 金額 構成比率

運営費交付金 3,538 54.7％

諸補助金 638 9.9％

自己収入 1,501 23.2％

受託研究等事業収入 432 6.7％

寄附金収入 50 0.8％

前中期目標期間繰越積立金取崩 64 1.0％

目的積立金取崩 60 0.9％

施設整備補助金収入 186 2.9％

合計 6,469 100％

授業料、入学検定料及び入学料 1,190 百万円

雑収入（間接経費他） 311 百万円
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（７）社会及び環境への配慮等の状況

当法人は、社会及び環境に対する新たな時代の配慮の方針として、秋田県立大学ＳＤＧｓ基

本方針を定め、地球環境の保全や多様性への配慮を意識した環境物品等の調達を含めた、ＳＤ

Ｇｓの推進に取り組んでいます。

８．業務運営上の課題及びリスクの状況並びにこれらの対応策

当法人では、業務方法書に基づき、教育、研究その他当法人の運営に何らかの支障又は損失

を与える要因を事前にリスクとして認識、分析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能

とするため、業務フローの整理並びに業務フローの各段階におけるリスク及びその発生原因の

分析並びに必要な規程を整備し、リスクの発生に備えています。

業務運営上のリスクとして、以下のとおり分類しています。

リスク分類 リスク項目 リスクの事象

災害に関するリスク 地震 人的被害

施設・設備・重要データ等への被害

教育研究への支障

台風・豪雨・豪雪・落雷 人的被害

施設・設備・重要データ等への被害

教育研究への支障

施設に関するリスク 火災、爆発及び施設に関する事故 火災の発生

爆発に起因する事故

施設に起因する事故

有害物質 毒・劇物、放射性物質等の紛失

毒・劇物、放射性物質等の流出・汚染

廃棄物 廃棄物・廃液による汚染

廃棄物・廃液の不適正処理

不審者の侵入 不審者の侵入による盗難、器物損壊、傷害

施設の老朽化等 施設の老朽化等

教育・研究に関するリス

ク

教育活動における事故 正課中の事故

課外活動中の事故

寮での事故

学修上の不正行為 生成ＡＩの不適切使用

危険有害業務等に起因する事故 危険作業での事故

有害作業での事故

試験体等による汚染

実験動物の逃走・感染症への感染

研究活動上の不正行為 実験結果のねつ造

論文盗用

無許可での海外から動植物、土壌の輸入

入試業務 入試(問題作成・試験実施)ミス
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９．業務の適正な評価に資する情報

当法人は、地方独立行政法人法第 78条の２の規定により、中期目標の期間における業務の実

入試情報漏洩

海外渡航 海外留学・海外研修時の事故

その他 事務処理に起因するリスク

その他

情報に関するリスク 個人情報 情報漏洩

機密情報 情報漏洩

情報システム ネットワーク障害・機器の故障

停電

ウィルス感染

ハッキング

ＢＹＯＤ

法令違反等行為に関す

るリスク

ハラスメント セクシャル・ハラスメント

アカデミックハラスメント

パワー・ハラスメント

妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメント

ソーシャルメディア・ハラスメント

知的財産権の侵害 著作権の侵害

特許権の侵害

特許出願に関するリスク

外為法違反 貨物及び技術の不正輸出

非違(非行・違法)行為 役職員による不祥事・犯罪

学生による非行・犯罪

留学生の不法滞在

会計上の不正行為 研究費の不正使用

預け金、品名替

架空発注(出張、謝金)

横領

健康に関するリスク 感染症・集団食中毒 新型コロナウイルス等感染症の集団発生

O-157 等の集団食中毒の発生

受動喫煙

精神衛生

労働災害 業務執行中、通勤・出張・研修中の怪我等

その他のリスク 財務業務 運用資産の価値減少

取引先の経営危機

財政危機

不適当な事務処理
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績について、目標期間中に中間評価を、目標期間終了後には目標期間全体について、秋田県地

方独立行政法人評価委員会の評価を受けています。

法人評価とは別に、大学は学校教育法第 109 条第２項の規定により、７年以内毎に文部科学

大臣の認証を受けた認証評価機関による評価を受けなければなりません。教育研究等の状況に

ついて自己点検・評価を行い、認証評価機関の定める大学評価基準に則った自己評価書等を作

成・申請し、適合認定を受けることにより、一定の基準を満たす高等教育機関であるとして公

に証明されています。

１０．業務の成果及び当該業務に要した資源

(単位：百万円)

評 価 項 目
住民等の負担に

帰せられるｺｽﾄ

Ⅰ 教育に関する目標を達成するための措置

１ 学生確保の強化

(1)学部学生の確保

・一般選抜試験の志願倍率：本計画期間中毎年度 5倍以上【R7 実績 6.1 倍】

・県内出身入学生比率：本計画期間中毎年度 35％以上 【R7 実績 32.4％】

(2)大学院学生の確保

・大学院収容定員充足率（研究科毎）：本計画期間中 100％以上

【R7実績 生物資源科学研究科 114.1％、システム科学技術研究科 95.2％】

２ 教育の充実

(1)学部教育の充実

・学生満足度アンケートにおける教育関連に関する項目の満足度：

本計画期間中平均 80％以上 【R7実績 93.5％】

・キャップストーン・プログラムの受講者数：

本計画期間中累計 1,000 名以上 【R7 実績 213 名】

(2)大学院教育の充実

・学生満足度アンケートにおける教育関連に関する項目の満足度：

本計画期間中平均 80％以上 【R7実績 92.0％】

(3)教育力の向上

・全学ＦＤ講演会の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上【R7実績 61.4％】

３ 学生支援の強化

(1)学修支援

・学生満足度アンケートにおける学修支援に関する項目の満足度：

本計画期間中平均 80％以上 【R7実績 94.0％】

(2)学生生活支援

・学生満足度アンケートにおける学生生活支援に関する項目の満足度：

本計画期間中平均 80％以上 【R7実績 95.2％】

(3)キャリア教育・就職支援

・就職希望者の就職率：本計画期間中毎年度 100％ 【R7 実績 99.2％】

1,263
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・学生満足度アンケートにおけるキャリア教育･就職支援に関する項目

の満足度：本計画期間中平均 80％以上 【R7 実績 93.5％】

Ⅱ 研究に関する目標を達成するための措置

１ 先端的・独創的研究や地域特性・ニーズを踏まえた研究の推進

・事業費１億円以上の研究プロジェクトの実施件数：本計画期間中累計 3件

【R7実績 1件】

２ 外部研究資金の獲得強化

・科研費申請率：本計画期間終了時 100%以上 【R7実績 82.1％】

・科研費保持率：本計画期間中平均 55％以上 【R7実績 51.1％】

３ 研究成果の活用

・研究成果に関する本学ウェブサイトへの掲載件数：本計画期間中毎年度

30 件以上 【R7 実績 38 件】

2,461

Ⅲ 地域貢献に関する目標を達成するための措置

１ 産業振興への寄与

・県内の企業･自治体･公設試験研究機関等からの受託・共同研究の受入件数：

本計画期間中毎年度 70 件以上 【R7 実績 53件】

２ 地域で活躍する人材の輩出

・就職決定者に占める県内企業・事業所への就職者の割合：毎年度 30％以上

【R7実績 28.9％】

・スマート農業指導士育成プログラム受講者数：本計画期間中累計 60名以上

【R7実績 24名】

３ 地域社会への貢献

(1)地域課題解決・地域活性化への支援

・キャップストーン・プログラムの受講者数：本計画期間中累計 1,000 名

以上(再) 【R7 実績 213 名】

・県内自治体等が設置する審議会等に参画する教員数：本計画期間中

毎年度延べ 200 名以上 【R7 実績 226 名】

(2)学校教育への支援

・高校への出前講義､探究活動及び課題研究への支援の実施回数：本計画期

間中毎年度 30 回以上 【R7 実績 84 回】

・科学教室等の参加者数：本計画期間中平均 400 名以上 【R7 実績 453 名】

(3)生涯を通じた学びへの支援

・公開講座の参加者数：本計画期間中累計 2,400 名以上【R7 実績 2,329 名】

42

Ⅳ 国際交流・他大学等との連携に関する目標を達成するための措置

１ 国際交流の推進

(1)海外大学等との学術交流の促進

・協定締結数：本計画期間中 15 件以上 【R7 実績 9件】

・サバティカル研修実施件数：本計画期間中累計 15 件以上 【R7 実績 1件】

(2)国際感覚を備えた人材の育成

・国際化認定制度（仮称）：令和 8年度末までに導入し、適宜実施

【R7 実績 学長補佐会議において具体的なプログラム等について検討】

58
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※ 住民等の負担に帰せられるコストは、表示単位未満を四捨五入しています。

２ 他大学等との連携の強化

・県内国公立 4大学による連携協力事業：毎年度実施

【R7実績 ４大学連携協力事業のロゴマークが決定】

Ⅴ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

１ 組織運営の効率化及び大学運営の改善

(1)組織運営

・女性教職員の新規採用率：本計画期間中平均 40％以上 【R7実績 50.0％】

・女性管理職事務職員の割合：本計画期間終了時 25％以上【R7 実績 30.0％】

(2)教育研究組織等の改善

・大学機能高度化推進計画(仮称)：令和 8年度末までに策定し、取組を適宜

実施 【R7 実績 学内の組織体制のあり方について検討】

(3)人事管理

・ＳＤ研修の参加率：毎年度 90％以上 【R7実績 93.6％】

(4)教育研究環境の整備

・施設設備及び研究機器の更新計画：本計画期間終了時までに策定

【R7 実績 対象となる施設及び機器を選定】

２ 財務内容の改善

(1)財政基盤の強化

・外部資金（科研費、受託研究費、共同研究費、寄附金、受託事業、補助金）

の目標獲得額：本計画期間中累計 30 億円以上 【R7 実績 8.6 億円】

(2)経費の削減

・エネルギー消費量の削減率：本計画期間終了時 5％以上（令和 5年度比）

【R7 実績 0.4％減】

３ 自己点検・評価等の実施及び大学情報の発信

(1)自己点検・評価等

・ＰＤＣＡサイクルの継続的な運用をモニタリングする自己評価委員会の

開催回数：毎年度 3回以上 【R7 実績 2回】

(2)大学情報の発信

・プレスリリース件数：本計画期間中毎年度 40 件以上 【R7 実績 61 件】

４ その他業務運営に関する事項

(1)安全等管理体制の充実

・講習会等の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上 【R7実績 94.6％】

(2)情報セキュリティ対策の強化

・情報セキュリティ研修会の参加率：本計画期間中毎年度 90％以上

【R7 実績 未実施（情報セキュリティ組織再編のため実施を延期）】

(3)コンプライアンスの徹底と内部統制の強化

・内部監査：毎年度実施 【R7 実績 実施】

2,019
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１１．予算及び決算の概要

(単位：百万円)

※１ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。

※２ 詳細については、決算報告書をご覧ください。

区 分 予算額 決算額 差 額 理 由

収入

運営費交付金 3,571 3,538

諸補助金 209 638 地方大学・地域創生交付金の採択等による。

自己収入 1,463 1,501

授業料、入学検定料及び入学料 1,198 1,190

その他収入 264 311
農畜産物売払収入及び科研費補助金間接費収入等

の増加による。

受託研究等事業収入 179 432 受託研究の受入増等による。

寄附金収入 43 50 寄附金の受入増加等による。

前中期目標期間繰越積立金取崩 130 64 一部事業の翌年度繰越等による。

目的積立金取崩 - 60
教育研究・施設設備の整備等に伴う積立金の取崩

による。

施設整備補助金収入 192 186

計 5,786 6,469

支出

業務費 2,192 2,626

教育研究費 1,698 2,164

採択補助金の執行による補助金事業費の増加、積

立金の取崩等による教育施設管理費及び研究機器

更新経費の増加等による。

一般管理費 494 462

受託等事業費 179 447 受託研究の受入増等による。

寄附金事業 43 50

人件費 3,180 3,026

施設整備費 192 186

計 5,786 6,335
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１２．要約した財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

（２）損益計算書

(単位：百万円)

資産の部 金 額 負債の部 金 額

固定資産 22,418 固定負債 745

有形固定資産 22,367 長期繰延補助金等 546

無形固定資産

投資その他の資産

50

1

長期未払金

その他

69

130

流動資産 1,962 流動負債 1,156

現金及び預金（*1） 1,513 運営費交付金債務 181

その他 449 未払金 551

その他 424

負債合計 1,902

純資産の部（*2）

資本金 31,419

地方公共団体出資金 31,419

資本剰余金 ▲11,996

利益剰余金 3,054

純資産合計 22,478

資産合計 24,380 負債純資産合計 24,380

金 額

経常費用 6,245

経常収益 6,293

経常利益 48

臨時損失 15

臨時利益 2

当期純利益 35

前中期目標期間繰越積立金取崩額 58

目的積立金取崩額 33

当期総利益（*3） 126
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（３）純資産変動計算書

(単位：百万円)

（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係

(単位：百万円)

※１ （*1）～（*4）は（１）～（４）の対応関係を示します。

※２ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。

※３ 詳細については、財務諸表をご覧ください。

（５）運営費交付金債務及び当期振替額の明細

① 運営費交付金債務の明細

（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金
評価・換算

差額等
純資産合計

当期首残高 31,419 ▲11,147 3,052 － 23,324

当期変動額 － ▲848 2 － ▲846

当期総利益（*3） 126 － 126

当期末残高（*2） 31,419 ▲11,996 3,054 － 22,478

金 額

業務活動によるキャッシュ・フロー 146

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲68

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲36

資金増加額 42

資金期首残高 1,470

資金期末残高（*4） 1,513

金 額

資金期末残高（*4） 1,513

定期預金 -

現金及び預金（*1） 1,513

交付年度 期首残高 交付金当

期交付額

当期振替額 期末残高

運営費交付

金収益

資本剰余

金

小計

令和６年度 141 － 93 － 93 48

令和７年度 － 3,571 3,439 － 3,439 133

計 141 3,571 3,532 － 3,532 181
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※ 表示単位未満を四捨五入しているため合計は一致しないことがあります（以下の表も同じ）。

② 運営費交付金債務の当期振替額の明細

令和６年度交付分

（単位：百万円）

区分 金額 内 訳

業務達成基準

による振替

運営費交付

金収益

90 ①業務達成基準を採用した事業等

教育研究環境整備（設備更新修繕：15

件、情報基盤整備：1件、教育研究環境

整備：3件）

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：36

ｲ)自己収入に係る収益計上額：-なし

ｳ)固定資産の取得額：建物附属設備

12、構築物 3、工具器具備品 17、車

両運搬具 10

③運営費交付金収益化額の積算根拠

設備更新修繕及び教育研究環境整備に

ついては、予定していた計画が完了し、

かつ成果があがったことから、本事業に係

る運営費交付金債務90百万円を収益化(振

替)。情報基盤整備については、令和 7

年度に予定していた計画が一部未達と

なったため、本事業に係る運営費交付金

債務のうち、当該事業の遂行にかかった

支出相当額約 0百万円を収益化(振替)。

資本剰余金 ―

計

期間進行基準

による振替額

運営費交付

金収益

― 該当なし

資本剰余金 ―

計 ―

費用進行基準

による振替額

運営費交付

金収益

3 ①費用進行基準を採用した事業等

退職手当

②当該業務に係る損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3

ｲ)自己収入に係る収益計上額：-

ｳ)固定資産の取得額：-

③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付

資本剰余金 ―

計
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令和７年度交付分

（単位：百万円）

金債務 3百万円を収益化。

合計 93

区分 金額 内 訳

業務達成基準

による振替

運営費交付

金収益

3 ①業務達成基準を採用した事業等

教育研究環境整備（設備更新修繕：14

件、防災基盤整備：1件、教育研究環境

整備：3件）

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2

ｲ)自己収入に係る収益計上額：-なし

ｳ)固定資産の取得額：建物附属設備 2

③運営費交付金収益化額の積算根拠

設備更新修繕 2件については、令和 8年

度に予定していた計画が前年度中に完

了したため、本事業に係る運営費交付金

債務のうち、当該事業の遂行にかかった

支出相当額約 3百万円を収益化(振替)。

設備更新修繕 12 件、防災基盤整備及び

教育研究環境整備については、令和 8年

度の達成を予定している。

資本剰余金 ―

計

期間進行基準

による振替額

運営費交付

金収益

3,417 ①期間進行基準を採用した事業等

業務達成基準及び費用進行基準を採

用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：

3,417

ｲ)自己収入に係る収益計上額：-

ｳ)固定資産の取得額：-

③運営費交付金の振替額の積算根拠

期間進行業務に係る運営費交付金債

務を全額収益化。

資本剰余金 ―

計

費用進行基準

による振替額

運営費交付

金収益

19 ①費用進行基準を採用した事業等

退職手当

②当該業務に係る損益等資本剰余金 ―
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③ 運営費交付金債務残高の明細

（単位：百万円）

計 ― ｱ)損益計算書に計上した費用の額 19

ｲ)自己収入に係る収益計上額：-

ｳ)固定資産の取得額：-

③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付

金債務 19 百万円を収益化。

合計 3,439

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

令和６年度 業務達成基

準を採用し

た業務に係

る分

25 以下の事業等については、令和７年度

に予定していた計画が一部未達となっ

たため、その未達分 25 百万円を債務と

して令和８年度へ繰り越したもの。

情報基盤整備：１件

これら事業等は、翌事業年度以降にお

いて計画どおりの成果を達成できる見

込みであり、当該債務は、翌事業年度以

降で収益化（振替）する予定である。

期間進行基

準を採用し

た業務に係

る分

－ －

費用進行基

準を採用し

た業務に係

る分

24 退職手当（24百万円）については、執

行残であり翌事業年度以降に執行予定

である。

計 48
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１３．財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明

（１）貸借対照表

当事業年度末における資産残高は 24,380 百万円となっており、土地・建物などの固定資産

が 22,418 百万円として全体の約 92.0％、現金・預金などの流動資産が 1,962 百万円として

全体の約 8.0％となっております。また、負債残高は 1,902 百万円となっており、補助金を

財源とした資産の取得による長期繰延補助金等の固定負債 745 百万円、当年度業務にかかる

未払金等の流動負債 1,156 百万円からなっております。

純資産の残高は 22,478 百万円であり、主に地方公共団体出資金、利益剰余金からなってお

ります。

（２）損益計算書

経常費用は 6,245 百万円、経常収益は 6,293 百万円であり、当期総利益は 126 百万円とな

っており、前年度より 13百万円減少しております。これは、教育経費が 306 百万円増加した

ことに対し、補助金等収益が 172 百万円増加したことによる変動が主な要因となっておりま

す。

（３）純資産変動計算書

令和７年度 業務達成基

準を採用し

た業務に係

る分

133 以下の事業等については、令和７年度

に予定していた計画が一部未達となっ

たため、その未達分 133 百万円を債務と

して令和８年度へ繰り越したもの。

設備更新修繕：12 件、防災基盤整備：

１件、教育研究環境整備：3件

これら事業等は、翌事業年度以降にお

いて計画どおりの成果を達成できる見

込みであり、当該債務は、翌事業年度以

降で収益化（振替）する予定である。

期間進行基

準を採用し

た業務に係

る分

－ －

費用進行基

準を採用し

た業務に係

る分

－ －

計 133
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当事業年度の純資産残高は 22,478 百万円となっており、前年度より 846 百万円減少してお

ります。これは、資本剰余金について、減価償却により減価償却相当累計額が 897 百万円減

少したが固定資産の取得により 19 百万円増加し、また、利益剰余金について、当期純利益

35百万円による純資産が増加したことが主な要因となっております。

（４）キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フローは 146 百万円であり、前年度より 164 百万円減少して

います。これは、教育研究関連業務支出が 252 百万円増加したことが主な要因となっており

ます。

投資活動によるキャッシュ・フローは▲68百万円であり、前年度より 3百万円増加してい

ます。これは、利息及び配当金の収入が 4百万円増加したことが主な要因となっております。

財務活動によるキャッシュ・フローは▲36百万円であり、前年度より 1百万円減少してい

ます。これは、リース債務の返済による支出が 1百万円増加したことが主な要因となってお

ります。

以上の各キャッシュ・フローの結果、資金期末残高は前年度より 43 百万円増加し、1,513

百万円となりました。

１４．内部統制の運用の状況

当法人は、業務方法書の規定に基づき、役職員の職務執行が法令、秋田県条例若しくは規則、

法人の定款又は規程に適合することを確保する体制（内部統制システム）を整備しています（令

和２年４月１日 秋田県知事から業務方法書変更認可）。これは、既に個々の業務・事務に応じ

て規程等が整備されていたものを含め、内部統制に関連する規程等として体系化したものです。

目的は、① 中期目標等に基づき法人（大学）のミッションを果たし効率的な業務を遂行する、

② 法令・規程等を遵守する（コンプライアンス確保）、③ 県民等ステークホルダーへ情報開示

し説明責任を果たす、ということです。内部統制統括責任者を置き、日常的なモニタリング及

び内部監査規程に基づく内部監査を実施します。万一、法令違反等や問題点を把握した場合、

速やかに改善措置を講じるとともに、理事長に報告します。理事長は、モニタリング等の結果

を業務運営に適切に反映させます。

１５．法人に関する基礎的な情報

（１）沿革

平成 11 年４月 秋田県立大学開学

平成 14 年４月 秋田県立大学大学院 システム科学技術研究科設置

平成 15 年４月 秋田県立大学大学院 生物資源科学研究科設置

平成 18 年４月 生物資源科学部 アグリビジネス学科設置

４月 公立大学法人秋田県立大学設立

平成 24 年４月 秋田県立大学大学院 共同ライフサイクルデザイン工学専攻設置

平成 30 年４月 システム科学技術学部

機械知能システム学科、電子情報システム学科を改組し、
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機械工学科、知能メカトロニクス学科、情報工学科を設置

令和 ３年４月 アグリイノベーション教育研究センター設置

令和 ４年４月 秋田県立大学大学院 システム科学技術研究科

機械知能システム学専攻、電子情報システム学専攻、建築環境システム学専

攻、経営システム工学専攻、共同ライフサイクルデザイン工学専攻を改組し、

総合システム工学専攻、共同サステナブル工学専攻を設置

（２）設立に係る根拠法

地方独立行政法人法

（３）設立団体

秋田県
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（４）組織図
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（５）事務所（従たる事務所を含む）の所在地

（６）在学する学生の数（令和７年５月１日時点）

総学生数 １，８６３人

学士課程 １，６６６人

修士課程 １７３人

博士課程 ２４人

（７）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況

関連公益法人であった、秋田複合材新成形法技術研究組合は令和 7年 12 月 31 日に解散し

ました。

（８）主要な財務データの経年比較

(単位：百万円)

※１ 表示単位未満を四捨五入しています。

※２ 住民等の負担に帰せられるコストは、令和３年度以前は「行政サービス実施コスト」

として表示していました。

名 称 所在地等

秋田キャンパス 秋田県秋田市下新城中野字街道端西 241-438

本荘キャンパス 秋田県由利本荘市土谷字海老ノ口 84-4

大潟キャンパス 秋田県南秋田郡大潟村字南 2-2

能代キャンパス（木材高度加工研究所） 秋田県能代市字海詠坂 11-1

アグリイノベーション教育研究センター 秋田県南秋田郡大潟村字大潟 6-5

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

資産 26,772 26,510 26,379 25,631 24,929 24,380

負債 3,307 3,646 3,814 1,450 1,606 1,902

純資産 23,465 22,864 22,565 24,181 23,324 22,478

住民等の負担に

帰せられるｺｽﾄ
4,741 4,832 4,987 4,468 5,442 5,844

経常費用 5,253 5,268 5,564 6,010 5,869 6,245

経常収益 5,471 5,485 5,671 6,071 5,948 6,293

当期総利益 295 255 274 2,498 139 126

業務活動ＣＦ 504 690 677 5 310 146

投資活動ＣＦ ▲209 ▲478 ▲868 139 ▲71 ▲68

財務活動ＣＦ ▲43 ▲43 ▲44 ▲31 ▲35 ▲36

資金期末残高 1,221 1,389 1,153 1,266 1,470 1,513
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（９）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画

① 予算

（単位：百万円）

② 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 3,603

施設整備費等補助金 178

諸補助金 3

自己収入 1,462

授業料等収入 1,198

その他収入 264

受託研究等収入 179

寄附金収入 43

目的積立金取崩 114

計 5,583

支出

業務費 1,986

教育研究経費 1,498

一般管理費 488

施設整備費 178

受託研究等経費 179

寄附金事業費 43

人件費 3,196

計 5,583

区 分 金 額

費用の部 5,290

経常費用 5,290

業務費 4,600

教育研究経費 1,269

受託研究等経費 135

人件費 3,196

一般管理費 488

その他費用 2

減価償却費 200

臨時損失 －

収益の部 5,290

経常収益 5,290

運営費交付金収益 3,603
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③ 資金計画

（単位：百万円）

※１ 区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがあります。

１６．参考情報

（１）要約した財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

有形固定資産 ： 土地、建物、構築物、工具器具備品など法人が長期にわたって使用又は利

用する有形の固定資産

無形固定資産 ： ソフトウェア、電話加入権など法人が長期にわたって使用又は利用する具

体的な形態を持たない無形の固定資産

授業料等収益 1,198

受託研究等収益 179

寄附金収益 43

補助金等収益 3

その他収益 264

臨時利益 －

純利益 －

総利益 －

区 分 金 額

資金支出 5,469

業務活動による支出 5,076

投資活動による支出 343

財務活動による支出 50

次年度への繰越金 －

資金収入 5,469

業務活動による収入 5,290

運営費交付金による収入 3,603

授業料等による収入 1,198

受託研究等による収入 179

寄附金による収入 43

補助金等による収入 3

その他の収入 263

投資活動による収入 178

施設費による収入 178

その他の収入 1

財務活動による収入 －

前年度からの繰越金 －
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投資その他の資産：有形固定資産、無形固定資産又は流動資産に属するもの以外の長期資産

現金・預金 ： 現金及び預金であって、貸借対照表日の翌日から起算して一年以内に満期日

の到来しない定期預金を除くもの

その他（流動資産） ： 未収学生納付金収入、未収金、棚卸資産等

固定負債 ：資産除去債務、長期未払金等

流動負債 ： 寄附金債務、未払金、預り金等

資本金 ： 設立団体から出資を受けた土地、建物など、法人の会計上の財産的基礎を構成す

るもの

資本剰余金 ： 設立団体から交付された施設費等を財源として取得した資産に対応する法人

の会計上の財産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ： 法人の業務に関連し発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

経常費用 ： 業務費（法人の業務に要した費用）、一般管理費（光熱水費、減価償却費など法

人の管理に要した費用）等

経常収益 ： 運営費交付金収益並びに授業料収入、受託収入及び寄附金収入等の自己収入に

よる収益等

臨時損失 ： 固定資産の除売却損等

臨時利益 ： 除売却損等の収益化等

目的積立金取崩額等 ： 目的積立金や前中期目標期間繰越積立金等の取崩額

当期総利益 ： 地方独立行政法人法第 40条の利益処分の対象となる利益であって、法人の財

務面の経営努力の算定基礎を示す指標としての性格を有するもの

③ 純資産変動計算書

当期末残高 ： 貸借対照表の純資産の部に記載されている残高

④ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー ： 法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を示し、

サービスの提供等による収入、業務活動に必要な物品又はサービス等の購入による支出、

人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー ： 将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産等の取得・売却等による収入・支出が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー ： リース債務の返済等による支出が該当

（２）その他公表資料等との関係の説明

事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。

ⅰ 財務諸表

ⅱ 決算報告書


